
令和５年度 第５回 青梅市介護保険運営委員会次第

令和６年１月１２日（金）

午後３時～

青梅市役所議会棟大会議室

１ 開 会

２ あいさつ

３ 議 題

(1) 報告事項

地域支援事業費について…………………………………【資料１・２】

４ その他



青梅市介護保険運営委員会委員名簿

（令和６年１月１２日現在）

氏 名
条例による

選出区分
所 属 団 体 等 備考

こ やま と み お

小 山 登美夫
被保険者

の 代 表
青梅市高齢者クラブ連合会の代表

き むら せい じ

木 村 誠 志
被保険者

の 代 表

青梅市民生児童委員合同協議会の

代表

おき やま さとし

沖 山 哲
被保険者

の 代 表
市民から一般公募

はし もと ま ち こ

橋 本 満智子
被保険者

の 代 表
市民から一般公募

こ じま なお ゆき

小 嶋 直 之
事 業 者

の 代 表
介護老人福祉施設の代表

かく た あき ふみ

角 田 昭 文
事 業 者

の 代 表
地域密着型サービス連絡会の代表

あい ずみ よし あき

相 墨 欽 章
事 業 者

の 代 表
青梅市ケアマネジャー連絡会の代表

さか もと りゅう

坂 本 竜
事 業 者

の 代 表
居宅サービス事業者の代表

つち だ だい すけ

土 田 大 介 学識経験者 青梅市医師会の代表

もも せ すみ お

百 瀬 澄 雄 学識経験者 青梅市歯科医師会の代表

た なか みつ ひろ

田 中 三 広 学識経験者 青梅市薬剤師会の代表

あら い かず お

新 井 一 夫 学識経験者 青梅市接骨師会の代表

すが ぬま たかし

菅 沼 隆 学識経験者 大学教授等

うえ だ たく や

植 田 拓 也 臨時委員
地方独立行政法人 東京都健康長寿医

療センター研究所



地域支援事業等の委託契約にかかる消費税相当分の過払いに

ついて

１ 内容

以下の業務の委託契約について、本来、消費税法第６条の規定により

非課税であるべきところ、消費税相当分を含んだ契約を行い、消費税相

当額を過払いしておりました。過払いしていた事業、事業者数および過

払いの合計額は次のとおりです。

(1) 在宅介護支援センター事業運営委託料（平成６年度から平成２９年度分まで）

２事業者 合計１１，５２０，５１７円

(2) 地域包括支援センター事業運営委託料（平成１８年度から令和４年度分まで）

２事業者 合計８３，９７７，３８９円

(3) 認知症初期集中支援チーム事業実施委託料（平成２９年度から令和

４年度分まで）

１事業者 合計６８，１６５円

(4) 「日本版ＢＰＳＤケアプログラム」人材養成研修の運営委託（令和

元年度から令和３年度分まで）

１事業者 合計３２１，２９１円

２ 経緯

令和６年度に向けての予算積算を行っている中で疑義が生じ、法令の

再確認および税務署への照会を行ったところ、消費税相当分の過払いが

判明いたしました。

３ 今後の対応について

消費税相当分の過払い額につきまして、各委託事業者に対し返還を求

めてまいります。納付時期や方法等については事業者と協議していきた

いと考えております。令和５年度に締結済みの契約については、消費税

相当額を差し引いた金額にて契約変更を行う予定です。

資料１
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【交付対象経費の算定】
誤

●B包括的支援事業を基準に算定した３職種の
人件費等を交付対象経費としていた。
●プラン料収入は全額法人収入としており交付
対象経費から控除していなかった。

●３職種の人件費等ではなく、Ａ地域包括支援セ
ンター業務の実支出額（決算額）からプラン料を
控除した額を交付対象経費とする。

正

正誤

保健師社会
福祉士

主任介護
支援専門員

介護支援
専門員

Ｂ包括的支援事業

Ａ地域包括支援センター業務

事務員 保健師社会
福祉士

主任介護
支援専門員

介護支援
専門員

Ｂ包括的支援事業

Ａ地域包括支援センター業務

事務員

プラン料
収入

控除

プラン料
収入控除
せず

修正した結果、平成２９年度から令和３年度までの分で51,468,453円が市に追加交付されることとなります。

資料２地域支援事業交付金算定の修正について

平成29年度
変更
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